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2001年、国際応用システム分析研究所（IIASA）、国際人口問題研究連合（IUSSP）、国連大学（UNU）は、2002年の持続可能
な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグ・サミット）に向けた提言として、科学に基づく政策綱領の形を作成することを目的
とした、持続可能な開発における人口の役割についての総合的科学評価を行うための共同イニシアチブを開始しました。グローバ
ル・サイエンス・パネル（Global Science Panel）は、さまざまな分野で活躍する30人の著名な科学者によって構成され、モーリ
ス・ストロング（Maurice F. Strong）とナフィス・サディク（Nafis Sadik）両氏の共同支援を受けています。このパネルは、ウ
ルフガング・ルッツ（Wolfgang Lutz）とマヘンドラ・シャー（Mahendra Shah）がコーディネーターを務め、国連人口基金
（UNFPA）、オーストリア政府、マッカーサー基金から資金援助を受けています。初期の協議は、オランダ人口研究所（NIDI）での
会議、そしてIUSSPと地球環境変化の人間社会側面に関する国際研究計画（IHDP）が開催した総会の場で行われました。草案は
IUSSPとIHDPの人口環境研究ネットワーク（PERN）が主催した二つのネットワーク上のセミナーでも協議されました。これらの
セミナーの内容の全文は、www.populationenvironmentresearch.org（英語版）で入手することができます。
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序文

持続可能な開発にとって、人口は二つ

の重要な意味を持っています。第一に、

人口は世界の環境、経済、社会に多く

の変化をもたらす変化要因であり、人

口によって引き起こされている様々な

変化が現在の開発方針の持続可能性を

考えるうえでの懸念となっています。

第二に、人口とその生活環境の確保は

開発の最終的な目標であり、長期にわ

たる健康、福利、生存とともに、開発

が持続可能か否かを判断するための基

準となっています。持続可能ではない

開発によって、最終的に報復を受ける

のは、人類とそのメンバーであるひと

りひとりの人間なのです。

これらの理由から、次世代の生活を犠

牲にすることなく現代の人たちのニー

ズに応えるためには、持続可能な開発

に人口を有機的に統合することが不可

欠となります。そのような統合のため

には科学的かつ知識ベース型の評価が

求められますが、そのためには、人口

と社会、環境と自然資源、そして経済

学と統治機関の間の相互関係を分野横

断的に分析することが必要となります。

10年前にリオ・デジャネイロで開催

された地球サミットで、国際社会は、

持続可能な開発に向けた共通の枠組み

である「アジェンダ21」を採択し、

それを支持しました。貧困の撲滅、食

料、水、エネルギー、医療と公共医療

サービス、避難所と安全確保、そして

教育と知識による権利や対応能力の強

化（エンパワーメント）は、現在もそ

して未来も、持続可能な開発の達成の

ために欠かすことができません。これ

らの課題は、30年以上の長きにわた

って世界の政治と開発に関する協議の

舞台で議論されてきました。政治家や

政策決定者が一堂に会して相次いで開

催された会議の場で、人間の福利を改

善し、自然と環境を守るための目標が

設定されました。21世紀の幕開けは、

前例のない経済成長と技術変革の時代

となっていますが、同時に人類の5分

の1以上の人たちが深刻な貧困と苦し

みの中に暮らしている時代でもありま

す。

2000年9月のミレニアム開発サミッ

トで、貧困と飢餓、初等教育を誰もが

受けられるようになっていないこと、

男女間の不平等、乳幼児死亡率、劣悪

な妊婦の健康状態、HIV/AIDSやマラ

リアなどの病気、持続不可能なほどの

自然資源の乱用、環境の悪化といった

現代の大きな問題を解決するために、

世界中の政治指導者たちは、グローバ

ル・パートナーシップに向けた目標

を、履行期限を示したうえで、定める

という前例のない一歩を踏み出しまし

た。これらの目標に向け具体的な行動

に移すことこそ、21世紀以降の持続

可能な開発を達成するための中心的な

課題なのです。

この報告書は、国際応用システム分析

研究所（IIASA）、国際人口問題研究

連合（IUSSP）、国連大学（UNU）

の共同イニシアチブの結果をまとめた

ものです。グローバル・サイエンス・

パネル（Global Science Panel）と

呼ばれるこのイニシアチブは、さまざ

まな分野で活躍する30人の著名な科

学者で構成され、2002年の持続可能

な開発に関する世界首脳会議（ヨハネ

スブルグ・サミット）へ向けた提言と

して、持続可能な開発における人口の

役割についての総合的科学な評価を、

科学的根拠に基づく政策綱領の形で、

行ったものです。

またこの報告書は、過去30年の間に

開催されたさまざまな国際会議での決

定や目標に焦点を当て、持続可能な開

発を実現するにあたってその中核とな

る人口、教育、保健、貧困、飢餓とい

った主要問題からいくつかの側面を選

び、その進展状況またはその停滞状況

を図解により評価しています。この分

析では、美辞麗句や政治的な目標から、

持続可能な開発に向け、実際の行動へ

移行することの必要性を強調していま

す。実際の行動こそ、2002年8月に

開催されるヨハネスブルグ・サミット

の重要課題なのです。

人口と環境に関するグローバル・

サイエンス・パネル コーディネーター

ウルフガング・ルッツ

マヘンドラ・シャー

持続可能な開発に関する世界サミット（WSSD）
第三回準備会議で発表するマヘンドラ・シャー（左）
とウルフガング・ルッツ（右）
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グローバル・サイエンス・パネルの科学政策綱領

持続可能な開発における人口

持続可能な開発に関するアジェンダ

（協議事項）の中心に人口問題を据え

なければ、人間の福利を改善し環境の

質を保とうとする私たちの努力は失敗

に終わります。ヨハネスブルグ・サミ

ットでは、人口と社会が自然環境とど

のように作用しあうかを十分に検討し

て、1992年のリオ宣言の第一原則、

すなわち「人間は持続可能な開発の達

成に取り組むための課題の中心に位置

する」という原則に改めて注意を払わ

なければなりません。

持続可能な開発では、特に貧困削減、

男女間の平等の増進、健康と人的資源

の改善、そして自然環境管理の改善を

通じて、人間の福利を向上させること

を目指しています。これらの目標は人

口学的要因と密接に関連しているた

め、人口を考慮した戦略こそ、成功す

る確率が高いのです。

1994年にカイロで開催された国際人

口開発会議（ICPD）では、人口政策は、

社会状況を改善し、また個人の選択肢

を増やすことを目指さなければならな

いと認識されました。そこでカギとな

ったのは、人間の権利、能力、機会に

焦点を当てることで、個人、社会、環境

との持続可能な関係それぞれに多面的

な恩恵がもたらされるということです。

したがってヨハネスブルグでは、持続

可能な開発政策を考慮するにあたり、

人口増加と人口分布、人口の流動性、

人々の置かれた状況に基づく被害の受

けやすさの違い、そして人々特に女性

の権能の強化（エンパワーメント）が

含まれなければなりません。

人口学的に多様な世界

私たちは、前例のないほどに人口構造

が変化する時代を生きています。世界

の人口は、20世紀の最後の25年間に

20億人増え、2000年には60億人

に達しました。出生率が低下している

にもかかわらず、人口は21世紀の最

初の数十年間にさらに20億人増加す

ると見られています。こうした増加の

ほぼすべてが開発途上国で起き、最貧

の地域や都市部に集中することになる

のです。

また、私たちは前例のないほどに人口

学的に見て多様な世界に暮らしていま

す。これまでのような人口学的観点か

ら見た国のグループ分けは通用しなく

なってきています。今後、25年間に

サハラ以南のアフリカ、南アジア、中

近東で起きる人口増加の規模は、それ

以前の25年間よりも大きくなること

が予想されており、また北米でもかな

りの人口増加が見込まれています。そ

れに対し、欧州および東アジアのほと

んどの国では人口増加が減速または停

止しており、急激な高齢化が深刻な問

題となっています。死亡率も地域によ

って大きく異なっており、特にアフリ

カにおいてHIV/AIDSをはじめとする

感染症が大きな重荷となっています。

さらに、人口の流動性、都市化、教育

程度の格差も地域間および地域内で大

きくなり、経済や健康の展望に影響を

及ぼしています。

このような人口学的要素の多様化によ

って、個々に異なった対応が必要とな

るという、これまでと違う課題を生み

出しています。中でも急激な人口増加、

高い貧困水準、環境の劣化が同時に起

きている場所で、最も急を要する課題

が生じているのです。

人口は開発と環境にとって重要

人口の増加とその年齢構成、そして人

口分布における変化は、環境および開

発と密接に関わり合っていることが研

究によって明らかになっています。急

速な人口増加によって、淡水の枯渇、

気候の変動、生物多様性の喪失、水産

資源やその他の沿岸資源の減少、農地

の劣化といった問題が悪化していま

す。出生率が高い国で出生率が低下し、

人口の増加が緩やかになることで、多

くの環境問題を解決しやすくすること

ができるのです。また、労働力人口に

対する子どもの数を少なくすること

で、保健、教育、インフラ、環境保護

への投資を増やすという、またとない

機会が生み出され、重要な経済的恩恵

をも、もたらすことができるのです。

高所得国では、人口増加と人口分布が

もたらす環境への影響について、その

高い消費水準を併せて考察する必要が

あります。ほとんど人口増加が見込ま

れていない国々においても、その消費

様式は持続可能でなく、そのため地球

的規模で環境や人間の福利が影響を受

けることになるために、適切な政策に

よって取り組まなければなりません。

2010年になるまでに、世界の人口の

大半は都市部に住むことになります。

都市化によって、人々が教育や保健サ

ービスを受ける機会がより多くなりま

す。しかし、都市化は他方で、水質汚
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染や大気汚染などの環境に関わる健康

被害を生み出し、また消費水準の上昇

を伴うことで、遠く離れた農村部の環

境にも影響を及ぼしうるのです。

（特に地方や地域レベルでの）人口の

流動性と人口分布は、持続可能性にと

って重要な決定要因です。人間がその

地域の自然資源と関係して、生き、そ

して働くような場所では、環境の質が

大きな影響を受けるのです。世界の多

くの地域では、農業開拓地の拡大や人

間の活動の拡大が脆弱な生態系の脅威

となっています。

政策では、置かれた状況によっ
て人々の被害の受けやすさが異
なることが明らかにされなけれ
ばならない

環境の悪化や極端な出来事は、すべて

の国、人口、世帯に同じように影響を

及ぼすわけではありません。同じ世帯

の中でも、影響は年齢や性別によって

異なる場合があります。そのため、被

害の受けやすさ（脆弱性）を考慮する

際は、国のことだけでなく、国内の最

も弱い立場にある人たちに焦点を合わ

せる必要があります。

貧困、健康障害、低い教育水準、ジェ

ンダーの不平等、資源やサービスを十

分に利用できるようになっていないこ

と、好ましくない立地など、多くの要

素が被害の受けやすさ（脆弱性）をも

たらす要因となります。社会的弱者や

政治的発言をできない人々はさらに大

きな危険にさらされます。特に弱い立

場にいるのは、女性と子どもなど、最

も貧しく、最も力のない（エンパワー

されていない）人たちです。立場の弱

い人たちは、大気汚染や水質汚濁、大

規模災害といった環境災害に現在そし

て将来にわたって弱く、また土壌の劣

化、生物多様性の喪失、気候変動とい

った大規模な環境の変化がもたらす悪

影響から自らを守る術をほとんど持っ

ていません。

被害を受けやすいという脆弱性は、能

力強化（エンパワーメント）の推進、

人的資源への投資、公共業務や意志決

定への参画を促進するによって低減す

ることができます。

教育とリプロダクティブ・ヘルス
を通じたエンパワーメントによ
って、人間と環境に恩恵が及ぶ

個人の厚生、社会と経済の発展、そし

て環境に対して、複合的に利益をもた

らす政策は二つあります。一つは、自

発的な家族計画およびリプロダクティ

ブ・ヘルス・プログラムへの投資で

す。調査によれば、出生率の高い国で

は、多くの女性が、自分が本当に欲す

るよりも多くの子どもを産んでいるこ

とが明らかになっているため、これら

のプログラムによって、カップルは自

ら希望するだけの子どもを持つことが

できるようになり、望まない出産を減

らし、出生率を下げられるのです。出

生率の低下によって人口増加がゆるや

かになり、人口増加に伴う悪影響に対

処する時間が与えられるとともに、環

境に与える負荷を緩和することができ

るのです。

もう一つの政治的に優先される政策は

教育です。教育は個人の選択肢を増や

し、女性のエンパワーメントを育み、

男女間の平等を推進します。学歴が高

い人ほど、健康状態が良く、環境に対

する意識の向上に寄与する傾向があり

ます。教育がもたらす経済生産性の増

大と科学技術の進歩によって、汚染の

より少ない生産を実現する可能性が生

じます。また、教育によって情報にア

クセスできるようになり、また自らを

守る手段を入手しやすくすることにな

り、環境の変化に対する脆弱性が低減

することも考えられます。そのうえ、

急激な人口増加が生じている国では、

教育による出生率の低減効果によっ

て、人間が環境に及ぼす影響を減少さ

れることも期待されます。

教育とリプロダクティブ・ヘルス・プ

ログラムというこれら二つの政策は、

それによってもたらされる利益が多岐

に渡っているため、世界中のほとんど

すべての人たちから強く求められてい

ます。また、それによって、人々が十

分な知識を得た上で選択できるように

なるのです。持続可能な開発の達成に

向けた努力を行うにあたっては、この

二つの政策を最優先する必要がありま

す。

学際的なトレーニングと
研究の強化

人口、開発、環境を統合した分析を推

進するため、これらのテーマと取り組

む学際的な研究と教育が、あらゆるレ

ベルで、ますます必要となります。異

なる分野間の研究でも、成果をお互い

に共有できるような形で行われる必要

があります。こうした学際的な取り組

みを考慮することこそ、政策決定機関、

マスコミ、科学者の間で優先されるべ

き課題なのです。

注：持続可能な開発における人口に関するこの記
述は、グローバル・サイエンス・パネルの意見を
反映するものであり、その制定に協力した各機関
の意見を必ずしも反映するものではありません。

グローバル・サイエンス・パネルに
関する詳細な情報はホームページを

ご覧ください。
http://www.iiasa.ac.at/gsp/
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グローバル・サイエンス・パネルの会議ハイライト

人口と環境に関するグローバル・サイ

エンス・パネルのメンバーと外部専門

家は、2002年3月にオーストリアの

国際応用システム分析研究所に集い、

「持続可能な開発における人口に関す

る宣言」をまとめました。そこでは、

数ヶ月前から実施されてきた一連の国

際会議やオンライン・セミナーからの

意見が考慮され、協議が行われました。

そこでは、さまざまなトピックに関す

る論文が発表され、特定の状況下に置

かれた人口と環境の相関関係に関する

ケーススタディーを含めた（変化の）

プロセスに関する情報が提供されまし

た。これらの論文で強調された点を、

教育、脆弱性、都市部貧困層、人口移

動、土地利用に焦点を当てて、以下に

要約しました。

教育

教育は、人としての性質を備えた人間、

そして社会にしっかり適応する構成員

となるための重要な要素として、高い

価値が置かれています。健康、出生率、

貧困削減、その他の福利にかかわる諸

要素に対して、またさらには国レベル

の経済成長に対して、教育が重要であ

ることは、広範囲な研究によって証明

されています。

教育はつぎのような多くの方法で健康

を改善します。

¡栄養に関する知識がより豊富になる

¡医療制度を求め、利用する可能性が

増大する

¡疾病伝播を防止するための知識が改

善される

¡女性教育によって母親が子どもにと

ってより良い医療提供者になる

教育によって、出生率が下がる傾向も

あります。

¡願望が変化し、家庭の外で働く新た

な機会が与えられる

¡避妊具の使い方に関する理解が深ま

る

¡晩婚化が進み、望ましい子どもの数

が減少する

¡効果のより高い出産計画が立てられ

る

初等教育は、基本的な能力を身に付け

させることに加えて、より高いレベル

の教育の入り口となることから、とり

わけ重要であることが知られてきまし

た。さらに経済成長、とりわけ農業分

野にとっても重要な貢献を果たしてい

ます。

しかしながら、一部の国々では、技能

者が不足し、また行政能力や管理能力

が欠落しており、その改善のためにも

中等教育と高等教育の重要性が増加し

てきています。今日の国際競争力で優

位に立つためには、安価な単純労働力

ではなく、安価で技能を持った労働力

が必要なのです。

主要国における学歴別出生率

教育は、それ自体が重要な目標です。そのことに加えて、高学歴な女性ほど

産む子どもの数が減る傾向にあるため、教育の改善は出生率の低下をもたら

すのです。
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脆弱性と都市部の貧困層

社会や経済の状態によって、一部の個

人やグループが環境災害の影響を受け

やすくなることがあります。特に都市

部の貧困層は、質の悪い空気や水に起

因する環境災害といった健康にとって

有害なストレスに数多くさらされてい

ます。病原体や病原媒介者が増殖し、

互いに近接して暮らす人間が集中する

ことで疾病の伝染リスクが高まり、医

療体制が迅速かつ効果的に対応できな

くなることによって、都市はあらゆる

人間環境の中で健康に対する最も大き

な脅威の一つとなる可能性があるので

す。（都市部の）貧困は次のような多

くの意味で脆弱さを助長するのです。

¡より多くのリスクを伴う、より危険

な仕事によって

¡環境災害に対し、防御能力をほとん

ど持たない低質な住宅によって

¡好ましくない立地に建てられた住宅

によって

¡公的なサービス提供の欠如によって

¡病気や怪我に対応するための資産の

欠如によって

都市部貧困層はさまざまな健康問題に

直面するのですが、健康問題自体は単

に負担になるばかりでなく、貧困の大

きな要因にもなるのです。

¡開発途上国の都市人口の半数近く

が、マラリア、デング熱、フィラリ

ア症といった昆虫を媒介とする疾病

など、水と公衆衛生の提供が不適切

であることと関連する重大な疾病

に、一つもしくは幾つか罹病し、苦

しんでいます。

¡空気感染は、低所得層が暮らす住宅

によく見られるように、密集し換気

が不十分であることによって助長さ

れています。

¡たき火や効率の悪いかまどによる室

内の空気汚染は、農村部の問題と考

えられがちですが、特定の都市にお

いても深刻な問題となっています。

公共政策によって、そうした問題への

対処が成功裏に進むことがあります。

ブラジルのポルト・アレグレでは、ほ

ぼすべての住民が水道水と定期的なゴ

ミの収集を利用しており、大半の人々

が良好な衛生設備を利用できていま

す。同市の住人の平均寿命は74歳、

乳児死亡率は出生1000人あたり20

以下となっています。しかしながら、

何百もの都市では、一握りの住人しか

水道水と十分な衛生設備を利用するこ

とができず、都市当局が環境問題と取

り組む能力をほとんど持っていませ

ん。たとえば、ナイジェリアのラゴス

では、大半の住民が極貧の状況にあり、

75%の世帯がスラムや標準以下の住

宅に暮らしています。

急速に進む都市化と貧困の増大によっ

て、利用可能な物的インフラや社会イ

ンフラ、そして公共サービスは非常に

大きな負荷を受けており、地方自治体

や州政府は、水、電気、住居、都市交

通、下水といった最も基本的なサービ

スを提供する能力すら失っているほど

です。ラゴスでゴミ処理施設を持って

いる世帯の割合は30世帯に1世帯、

トイレ設備があるのは10世帯に1世

帯、水道水を使えるのは8世帯に1世

帯しかありません。ラゴスには効率的

な廃棄物処理施設がなく、深刻な住宅

不足によって貧しい人たちは町の周辺

や水際に出来た無計画な貧民街や荒廃

地区へ移住することを余儀なくされて

います。

主要国における実際の出生数と希望子ども数

多くの国では、女性は自分が望むよりも多くの子どもを産んでいます。自発

的な家族計画およびリプロダクティブ・ヘルス・プログラムへの投資によっ

て、カップルは自分たちが目標とするだけの子どもを持つことができ、その

ため出生率の低下がもたらされるのです。

1990年代初頭の実際の出生数と希望子ども数 
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エクアドルにおける人口移動と
土地利用

コロンビア南部とペルーにはさまれた

アンデス山脈東部に位置するエクアド

ルのアマゾン低地は、世界に11カ所

ある「ホットスポット」、つまり生物

学者が定義するところの特別な場所

で、特に多くの絶滅危惧種が発見され

る自然環境の一つです。エクアドルの

この類い希な地域の大半で、石油会社

がパイプラインを敷設して石油を掘る

ために道路を建設した結果、大量の人

口流入が生まれ、急速な森林破壊が生

じています。この地域に暮らす人口の

多くは、所得が低く土地が不足してい

る農村部の出身者で、およそ半数近く

が地域の外で生まれています。この大

量の人口移動が高い出生率と結びつく

ことで、この地域の人口はここ数十年、

全国平均の二倍以上のペースで増え続

けています。

この地域における人口増加が森林破壊

の大きな要因であることは、調査によ

って確認されています。しかし、状況

はそれほど単純でないと調査は明らか

にしています。それ以外に重要な要因

も問題となっているのです。

¡安定的に土地所有権を持つことによ

って土地利用をより確実に持続可能

なものにし、ひいては開墾の減少を

もたらす可能性があるため、土地保

有権制度は潜在的な重要性を持つも

のであるといえます。また、土地所

有権を持つことは融資の利用可能性

と関係しています、というのも融資

は通常担保を必要とするからです。

そのため、土地区画の規模と所有状

況、そして融資の供与といった事柄

に影響を及ぼす国の政策は、土地利

用に影響を及ぼす可能性があるので

す。

¡技術協力は開墾と土地利用に影響を

与えるものです。しかしここ10年

の間に技術協力は大幅に中止され、

例えば作物の選択や開墾に影響を与

える新品種の普及を停滞させていま

す。

¡市場への距離も土地利用の重要な要

素です。この10年の間に、道路基

盤が改善され、農場から道路までの

歩行距離が半減し、最寄りの市場ま

での距離が減ってきています。これ

らの変化によって、市場で作物を売

るあるいは食料を買うための移動が

容易になり、開墾、土地利用、農業

生産、農家収入に大きな影響を及ぼ

しています。

¡世帯主の経歴、例えば出身地や過去

の農業経験は、土地利用に影響を及

ぼす可能性があるものです。

¡土地の規模は基本的な情報といえる

もので、大規模であればあるほど切

り開くのが困難です。

¡最後に、天然資源の有無が土地利用

に影響を及ぼす可能性があります。

土壌それ自体の質や地形の変化が多

様であるように、土地の状態は同じ

地域内でも大きく異なっているもの

です。土地が平坦で土壌の質が良い

ほど土地利用が集約的になります。

作物などの集約的な土地利用形態か

ら、牛の飼育などの大規模な土地利用

形態へと移行することで森林が失われ

ることが多い中南米諸国とは異なって、

エクアドルでは上記の要素が相互に作

用しています。エクアドルのアマゾン

地域では、区画の細分化によって多く

の農家が牛の飼育のような広大な土地

に依存した土地集約的な活動を続けら

れなくなったため、年々牛の牧畜が減

少しています。世帯主は、土地の一部

を現金獲得のために売ったり、子ども

たちに早い段階で相続させたり、移住

して間もない家族に土地の一区画を貸

したり、一部を貸し出して賃貸料によ

る収入増加を試みたりなど、さまざま

な理由から土地を分割します。人口増

加を一因とした土地区画の大きさの変

化は、労働パターンの変化と合致する

ものです。当初、大きな区画を保有す

る世帯は外部の労働力を雇い入れます

が、土地分割後は小さい区画を保有す

る多くの世帯が自分の農地を手放すよ

うになり、全体としての森林喪失に影

背景報告書の全文は
次のホームページから入手できます。
http://www.iiasa.ac.at/gsp
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響を及ぼす活動に変化が生まれます。

こうした森林を犠牲にした耕作面積の

拡大という全体的なパターンは人口増

加が一つの要因になっていますが、土

地利用の変化自体は、個人、世帯、公

共機関、政策と関連する複雑な要因の

組み合わせによって生じています。

様々な政策対応が可能です。アマゾン

の入植した女性の間では、家族計画の

供給が十分でないため、家族計画に対

するかなり多くの需要があります。こ

のニーズを満たすことによって、出生

率を下げることができます。教育水準

は、改善が見られるものの、まだ低い

状態にあります。また、農村部の貧困、

土地分配をめぐる極端な不平等、そし

て農村人口の大部分で土地が利用でき

ないことなど、アマゾンへの移住の根

本的な原因に対して、政策を打ち出す

こともできるでしょう。

19世紀のフィンランドはヨーロッパ

で最も貧しい地域の一つでした。木材

以外にこれといった自然資源もなく、

その木材もヨーロッパ大陸の南部地方

と比べると成長が遅かったのです。

1860年代後半、フィンランドは、全

人口の10％以上、そして幼児の半分

以上が命を失う大飢饉に見舞われまし

た。これはおそらくヨーロッパで起き

た最後の大規模な「自然発生」した飢

饉であったと思われます。異常な寒さ

によって、穀物はほぼ全面的に不作と

なり、病気にかかりやすい状況がもた

らされました。他の北ヨーロッパ諸国

では、こうした気象状況にフィンラン

ドよりもうまく対応することができた

のです。

今日、フィンランドは世界でも有数の

先進国です。最近の国連調査によれば、

世界で最も高い競争力を持った経済と

されています。ヨーロッパで最も遅れ

た地域から、効率が高く、競争力を持

ち、なおかつ人間の福祉のモデルとな

るまでに、この国を変えた要因は何だ

ったのでしょうか？　フィンランドを

他の多くのヨーロッパ諸国と分かつ特

徴の一つに、世界で初めて国民全員に

教育を提供した国の一つだったという

点が挙げられます。これは、農村人口

の識字能力の改善を強調し、ある時期

には字が読めないかぎり若者の結婚す

ら許さないとしたフィンランドのルー

テル教会の功績によるところが大きい

といえます。（また）フィンランドは、

ニュージーランドに次いで世界で二番

人的資本形成及び女性の地位に貢献する初期投資は報われるものである

フィンランドとモーリシャスの成功事例

目に女性に参政権を与えた国です。そ

れ以降も、女性の中等教育に向けて多

大な努力が払われ、1970年代にはフ

ィンランドの大学入学試験の合格者は

女子のほうが男子をすでに上回ってい

ました。フィンランド経済の最近の大

躍進にはそのほかの経済的要因や社会

的要因があるものの、人的資源の形成

や女性の地位に対する早期の投資を強

力に実施したことが大きな決め手とな

ったことは疑いの余地がありません。

インド洋の島、モーリシャスは、フィ

ンランドから一世紀近く遅れて人口転

換を開始した国です。1940年代まで

出生率と死亡率が極めて高く、年間変

動の大きい点などは、近代以前の社会

によく見られるパターンに類似してい

ました。しかし、第二次世界大戦が終

わると、マラリアの撲滅や近代医療の

普及によって死亡率が急落し始めまし

た（そこでは抗生物質が大きな役割を

果たしました）。（他方で、）出生率は、

女性の健康状態の改善によって高い水

準にとどまり、上昇することすらあり

ました。こうしてモーリシャスは

1950年代に年率3%を上回る人口増

加を体験し、貧困と高い人口増加率が

相乗効果をもたらすことで悪循環に陥

った典型的な実例の島として頻繁に引

き合いに出されました。しかし、政府

が、1960年代に入って強力でありな

がら完全に自発的な形に依拠した家族

計画プログラムを開始し、また、影響

力のあるローマカトリック教会も、政

府と協力しながら、「自然な」避妊法

への呼びかけと小規模家族の必要性を

推奨しました。1963年から1973年

にかけて、モーリシャスの出生率は女

性１人あたり6人以上であったものか

ら約3人にまで減少しました。これは

一国の出生率低下としては最も急激に

低下した実例の一つです。同じ時期に

世界の他の地域で実施された家族計画

プログラムはほとんど成果を上げるこ

とができなかったのに、どうしてモー

リシャスだけこれほど成功したのでし

ょうか？　その答えは、極貧状態の中

ですら人的資源形成への初期投資を行

った結果で、若い女性全員に教育を提

供したことにあるのです。1962年の

時点で、すでに若い女性の80%が読

み書きができ、それが望ましい家族規

模を小さくし、家族計画に接する機会

を増やす要因となっていました。その

後、モーリシャスは東南アジアや韓国

で「人口ボーナス」と呼ばれている現

象を体験しました。つまり、高齢従属

人口の比率がまだ非常に低い間に、年

少従属人口の比率が減少することで、

結果的に経済成長とインフラ投資を実

施する期間が生まれたのです。モーリ

シャスでは、教育を受けた若い女性が

出産を遅らせたことで、繊維産業が急

速に拡大する大きな要因になりまし

た。今日、かつては貧困から逃れられ

ない典型例とされたこの国は、生活の

質（クオリティー・オブ・ライフ）に

関する指標においてアフリカ地域をリ

ードしており、すでにアジアの虎と比

較されるまでになっています。
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人口規模と人口構成

人口規模と人口構成を決める主な要因

は、「出生率」、「平均余命」、「人口移

動」です。1970年代から1990年代

終わりにかけて開催された会議では、

環境や社会経済の発展に対する脅威と

して人口増加を見るという関心から、

国内外の貧困、社会、男女間の不平等

に対する脅威として見るという関心へ

と関心の中心が移行していきました。

第三回世界女性会議
（ナイロビ、1985年）

一般的に、女性の状況の改善は、死亡率と罹

病率の減少をもたらし、さらには出生率を抑

えて人口増加を規制する可能性があり、環境

に便益をもたらすばかりでなく、最終的には

女性、子ども、男性にとっても有益となるも

のである。

国連環境開発会議
（リオデジャネイロ、1992年）

「人間が持続可能な開発の中心に位置するも

のである」。

「人口学的傾向と人口学的要素、そして持続

可能な開発には相乗的な関係がある」。

政策というものは「開発をめぐる全体論的な

見方の中で組み合わせなければならない」も

のである。

国連世界人口会議
（ブカレスト、1974年）

世界人口行動計画は「人的資源、食料、天然資源の有無、環境の質、保健、教育、雇用、福祉、

住宅やその他の社会的サービスとアメニティー、人権の推進、女性の地位の向上、社会保障の

必要性、政局の安定、識別、政治的自由といった社会経済的変数と、人口の傾向や人口の状況

が示す相互関係」を重要なものと位置付けた。

国際人口会議
（メキシコ、1984年）

「人口の傾向は、経済開発や社会開発の傾向と調和的に組み合わされなければならない」。

次のような課題と問題こそ、「最大の関心事」である。「この10年を通してさらに大きくなる

と予想される人口の毎年の増加・・・、人口増加率・・・、人口構造の変化・・・、高齢

化・・・、開発途上国の労働人口の増加・・・。望ましい出生率から大幅に高い(または低い)

出生率の継続・・・。人口の変化率と資源、環境、開発の変化率の間の不均衡」。

国際人口開発会議
（カイロ、1994年）

「人口増加を緩和し、貧困を削減し、経済の進展を達成し、環境保護を推進し、持続不可能な消

費と生産のパターンを減らすための努力は、相互に強化し合う」。

人口転換を推進することは、「世界の人口の安定化、ひいては持続不可能な生産や消費のパター

ンを変えることと合わせて、持続可能な開発と経済成長に貢献するだろう」。

「人口転換を完了していない国は、自国の社会経済の発展の枠の中で、また人権に十分配慮しな

がら、これに対する有効な手段を講じるべきである。・・・これらの対策としては、質の高い

初等教育、リプロダクティブ・ヘルスと家族計画サービスを含むプライマリー・ヘルスケアを

誰もが利用できるよう保証すること、そして責任ある子育てと性教育に関する教育戦略が含ま

れる」。

第2回国連人間居住会議（ハビタットⅡ）
（イスタンブール、1996年）

「居住地で生活する人々のあらゆる活動及び生活の質は、人口の変化、人口構造、人口分布を含

む人口動態パターンや、教育、保健、栄養などの開発変数、自然資源の利用水準、環境の状態、

そして経済・社会開発の速度と特性に密接な関係をしている」。
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合計特殊出生率（1995 – 2000年） 

データ出所: UN Population Prospects. Revision 2000
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教育をすべての人に

ユネスコの教育における差別の防止に

関する勧告（1960年）は「すべての

人が教育を受ける権利がある」と述べ、

「無差別の原理」を主張しています。

持続可能な開発、基本的人権の実現、

そして生活水準の改善のためのカギと

して、教育が中心的な役割を果たすこ

とは多くの会議で強調されてきました。

成人非識字率の低減

第三回世界女性会議
（ナイロビ、1985年）

「非識字は2000年までに解消されるはずだ

った」。

「教育をすべての人に」世界会議
（ジョムティエン、1990年）

各国は「成人非識字率を2000年までに例え

ば1990年の半分まで引き下げる」ことを目

指すべきである。

世界教育フォーラム
（ダカール、2000年）

各国は「2015年までに（特に女性の）成人

識字率を50%改善し、そして基礎教育と生

涯教育をすべての成人が公平に利用できるよ

う保証する」ことを目指すべきである。

小学校と基礎教育を誰もが利用できるように保証すること

「教育をすべての人に」教育世界会議（ジョムティエン、1990年）

各国は「2000年までに、初等教育（もしくは『基礎教育』よりも高いレベルの教育）に誰も

が利用できるように保証し、全員がそれを修了すること」を目指さなければならない。

国際人口開発会議（カイロ、1994年）

「すべての国は、できる限り早急に、そして遅くとも2015年までに小学校またはそれと同等

の教育に、男児と女児問わず、誰もが利用できるように保証しなければならない」。

世界社会開発サミット（コペンハーゲン、1995年）

「2000年までに基礎教育の完全普及と学齢児の80%以上の初等教育修了、・・・2015年ま

でにすべての国で初等教育を完全普及させる」。

教育における男女格差
（ジェンダー・ギャップ）を埋める

第4回国連世界女性会議（FWCW）（北京、1995年）

「2005年までに初中等教育の男女格差（ジェンダー・ギャップ）を埋める。・・・2000年

までに初等教育を全ての女性が利用できるように保証し、初等教育修了時の男女平等が確保さ

れるようにする。基本的識字力および機能的識字力における男女格差を排除する」。

世界教育フォーラム（ダカール、2000年）

目標には、「2005年までに初中等教育における男女格差を解消し、なおかつ2015年までに、

完全かつ平等に利用できる質の高い基礎教育を女子のために確保することに重点を置いたうえ

で、教育における男女平等を達成する」。

ミレニアム・サミット（ニューヨーク、2000年）

「できれば2005年までに初中等教育における男女格差を解消し、遅くとも2015年までにあ

らゆる教育レベルでの男女格差を解消する」。
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成人（男女）の識字率（2000年） 

データ出所: 国連人口部 PRED データブック 2002
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健康

母子死亡率の削減

国連世界人口会議
（ブカレスト、1974年）

「死亡率が最も高い国々は、1985年までに

乳児死亡率を生児出生1000人あたり120

以下としなければならない」。

国際人口会議
（メキシコ、1984年）

「死亡率の高い国々は、2000年までに生児

出生1000人あたり50以下の乳児死亡率を

達成し」、また「妊婦死亡率を少なくとも

50%削減しなければならない」。

ミレニアム・サミット
（ニューヨーク、2000年）

「1990年から2015年までの間に5歳未満

の乳幼児死亡率を3分2減らし」、「2015年

までに妊婦死亡率を現在の水準の4分の3、

そして5歳未満児の死亡率を現在の3分2低

下させる」という目標が含まれる。

感染症

国連環境開発会議
（リオデジャネイロ、1992年）

2000年までに「マラリアが大きな健康問題

となっているすべての国は、抗マラリア・プ

ログラムを実施するとともに、風土病として

のマラリアから解放し、感染のない地域を維

持」していかなければならない。

ミレニアム・サミット
（ニューヨーク、2000年）

「2015年までにマラリアやその他の主な病

気の発生を食い止め、半減させ」なければな

らないとの目標が含まれている。

プライマリー・ヘルスケアとリプロダクティブ・ヘルスケア

国連環境開発会議（リオデジャネイロ、1992年）

「地球的規模の目標としての、2000年までに健康指標を10%から40%の改善を達

成。・・・このためには、乳児死亡率、妊婦死亡率、低出生体重児の割合、（混雑した居住環境

の指標としての結核や、不適切な水や衛生に関する指標としての下痢に関する）特定の指標と

いうような、定量可能な数値目標を開発することが含まれる」。

国際人口開発会議（カイロ、1994年）

「すべての国は、基本的なヘルスケアと健康の増進を誰もが受けられるようにすることを、死亡

率と罹患率低下の中心戦略に据えなければならない」。

「すべての国は、できる限り早く、自国の人々の家族計画に関わるニーズを充足するための手段

を講じ、いかなる場合にあっても2015年までに安全で信頼できる家族計画の方法とそれに関

連するリプロダクティブ・ヘルス・サービスを誰でも広く利用できるようにすることを目指さ

なければならない」。

世界社会開発サミット（コペンハーゲン、1995年）

「2000年までに、世界のすべての人々が社会的および経済的に生産的な生活を送られるよう

な健康レベルを達成する。その目的のためにすべての人にプライマリー・ヘルスケアを確保す

る」。

出生時平均余命

国連世界人口会議（ブカレスト、1974年）

「死亡率が最も高い国々は、1985年までに出生時平均余命を最低でも50歳とすることを目指

さなければならない」。

国際人口会議（メキシコ、1984年）

「死亡率が高い国々は、2000年までに出生時平均余命を最低でも60歳とすることを目指さな

ければならない」。

国際人口開発会議（カイロ、1994年）

「死亡率が最も高い国々は、2005年までに出生時平均余命が65歳以上になるようにし、

2015年までに70歳以上となることを目指さなければならない」。
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5歳以下の死亡率（2000年） 
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貧困

世界人権宣言（ニューヨーク、1948年）

「すべての人は、衣食住と医療、そして必要な社会サービスなど、自分自身および家族の健康と

福利を満たすのに、十分な生活水準を保持する権利を有する」。

国連人間環境会議（ストックホルム、1972年）

「経済と社会の発展は、人間にとって好ましい住環境と労働環境を確保し、生活の質の改善に必

要となる状況を地球上に生み出すために欠かすことができない」。

世界社会開発サミット（コペンハーゲン、1995年）

「我々は、人類の倫理的、社会的、政治的、経済的重要課題として、国家の断固たる行動と国際

協力を通じた貧困撲滅という目標に取り組むことを決意する。貧困による負荷を最も被りやす

い女性と子どものニーズと権利は、特に優先されるものである」。

世界食料サミット（ローマ、1996年）

「貧困撲滅は、食料へのアクセスを改善するために不可欠なものである。栄養不足の人たちの大

多数が十分な食料を生産できないか、買うことができないかのいずれかにある。・・・我々は、

男女の完全かつ対等な参加に基づいて、貧困の撲滅、そして恒久的平和に向けた最善の条件を

整えるための政治、社会、経済環境を確保する。それこそ、すべての人のための持続可能な食

料安全保障の達成をもたらすものである」。

G8サミット（沖縄、2000年）

「これらの国で持続的な貧困削減と経済開発が実施されるように支援を行い、2015年までに

極めて厳しい貧困状態に暮らす人たちの割合を半減させるという国際的な開発目標を達成する

ためにも、前向きのアプローチを戦略的かつ集中的に取得することは重要な目標である」。

ミレニアム・サミットに向けた事務総長勧告（ニューヨーク、2000年）

「私は、2015年までに、極貧状態に暮らす人たちの割合を半減させ、それによって10億人以

上の人たちをその状態から救い出すという目標を採択するよう、国際社会の最上層部としてミ

レニアム・サミットに集う国家元首や政府首班に呼びかけるものである。さらに、その目標を

すべての地域、そしてすべての国でこの目標を達成するため、いかなる努力も惜しまないこと

を求めるものである」。

ミレニアム開発目標（2000年）

「極度の貧困を撲滅する。すなわち、1990

年から2015年の間に1日1ドル以下の収入

しか得られない人たちの割合を半減させる」。

世界子どもサミット
（ニューヨーク、1990年）

「我々は、貧困削減に向けた世界規模の取り

組みに向けて努力する。なぜならそれは子ど

もの福祉に即座に利益をもたらすものである

からだ」。
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飢餓

国連人間環境会議（ストックホルム、1972年）

「国連機関は、世界の多くの地域で猛威を振るう栄養失調という脅威と戦うための援助供与に、

特別な注意を向けることが望ましい」。

国連世界人口会議（ブカレスト、1974年）

「増加する世界人口のための食料生産と食料流通量を増加させるため、食料生産方法の改善、新

しい食料源のための調査と開発、既存の食料源のより有効な活用を、各国政府が重要視するこ

とが求められている」。

世界食料会議(ローマ、1974年)

「すべての男性、女性、子どもは、自らの身体的および心的能力を充分に育て、維持するために、

飢餓や栄養失調のない暮らしを送るという不可分の権利を有している」。

世界子どもサミット（ニューヨーク、1990年）

行動計画では、「2000年までに5歳未満の子どもたちの深刻または中程度の栄養失調を

1990年のレベルの半分にまで減少させる」ことを求めている。

国際人口会議（メキシコ、1984年）

「国家の努力および国際的な努力として、大規模な集団飢餓の根絶と、適切な健康と栄養のレベ

ルの達成が優先されなければならない」。

世界社会開発サミット
（コペンハーゲン、1995年）

「深刻な食料不足を回避し、食料価格安定化

のための一手段として、緊急用食料備蓄を、

緊急時における食料備蓄と輸送、配給のため

の施設によって、整備および強化する」こと

を優先すべきである。

各国は「2000年までに5歳未満の子どもた

ちの深刻または中程度の栄養失調を1990年

のレベルの半分にまで減少させる」ことを目

指さなければならない。

世界食料サミット(ローマ、1996年)

各国政府は、「すべての国の飢餓を撲滅し、遅くとも2015年までに栄養不良の人たちの数を

現在のレベルの半分にまで減らす」ことを当面の目標とする。

「我々は、自然災害や人的要因を原因とする緊急事態を回避し、またそれに備えていくために、

そして、復旧、復興、開発、将来的なニーズを満たすための一時的および緊急の食料要件を満

たすために、努力をしていくものである」。

世界食料サミット(ローマ、2002年)
ミレニアム開発目標（2000年）

「国連ミレニアム宣言によって再確認されているように、世界の飢えに苦しむ人たちの数を

2015年までに半減する」。
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『ネイチャー』誌　2002年7月4日付記事 

人口問題はヨハネスブルグ会議の 
議題に盛り込まれるべき 

　8月26日ヨハネスブルグで、国連による持続可能な開発に向けた世界サミットが開催される。同会議では、
1992年リオ・デジャネイロの国連環境開発会議よりも幅広い行動に向けた戦略が検討される予定だ。本来であれば、
持続可能な開発のための重要な要素として、人口問題はヨハネスブルグ会議の議題で主要な位置を占めるべきもので
ある。にもかかわらず、準備会議において、未だに議題項目として扱われていない。 
　 
　持続可能な開発の協議事項の中心に人口問題を据えなければ、人間の福祉を向上させ、環境の質を保とうとする努
力は失敗に終わるだろう。 
　 
　ヨハネスブルグ・サミットでは、人口と社会が自然環境とどのように作用しあうかを十分に考慮し、「人間は持続可
能な開発の達成に取り組むための課題の中心に位置する」という1992年リオ宣言での第一原則に留意する必要があ
る。これは国際応用システム分析研究所（IIASA）、国際人口問題研究連合（IUSSP）及び国連大学（UNU）によって
組織された専門家の独立機関「人口と環境に関するグローバル・サイエンス・パネル」の基本的結論のひとつである。 
　 
　持続可能な開発は、特に貧困削減、男女平等の推進、健康・人的資源の改善と自然環境管理の改善を通じて、人間
の福祉の向上を目的とするものである。これらの目標は人口学的要因が緊密に関係しているため、人口問題を考慮し
た戦略は成功する確率が高いのである。 
　 
　1994年にカイロで開催された国際人口開発会議（ICPD）では、人口政策が社会状況を改善し、個人の選択の幅
を広げることを目指さなければならないと認識された。そこでカギとなったのは、人々の権利、能力、機会に焦点を
当てることで、個人、社会、環境との持続的な関係それぞれに多面的な恩恵が及ぼされるということである。それゆ
え、ヨハネスブルグでは、持続可能な開発政策を検討するにあたって、人口増加、人口分布、人口移動、環境変化に
よる健康への影響、人々の置かれた状況に基づく被害の受けやすさの違い、人々特に女性の権能の強化（エンパワー
メント）が盛り込まねればならない。 
　 
　出生率が高い国で出生率が低下し人口増加を緩和させることで、多くの環境問題が容易に解決できるようになる。
また、労働人口に対する子どもの数が相対的に減少することで、健康、教育、インフラ、環境保護に対する投資が増
加される稀有な機会が生じ、重要な経済的恩恵がもたらされるのである。 
　 
　高所得国でも、人口の増加と分布が環境に及ぼす影響は、その高い消費水準と併せて考慮されねばならない。ほと
んど人口が増加しないと予想されている国々でさえ、持続不可能な消費様式は、環境や人間の福利の面で地球規模の
影響を及ぼすため、適切な政策を講じることで取り組んでいかなければならない。 
　 
　それゆえ、リオからヨハネスブルグへと向かう途中で、我々はカイロを通過せねばならない。ここでは、次の2つ
のカギとなる政策が必要だ。第1に、自発的な家族計画とリプロダクティブ・ヘルス・プログラムへの投資。第2に、
教育とエンパワーメント、特に女性のエンパワーメントである。これらによって、出生率を減少させ、個人の選択の
幅を広げ、環境により注意を払うようになり、環境の変化に対する脆弱性を低減させられるのである。 
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